
 

 

中小企業対策融資保証料補助金交付要領 

（趣旨） 

第１条 知事は、中小企業者の資金調達の円滑化を図るため、熊本県信用保証協会（以下「保 

証協会」という。）が熊本県中小企業融資制度（以下「制度融資」という。）に係る保証 

料率を基本料率より引き下げて債務の保証を実施する場合、保証料の減収分の補てんとし

て予算の範囲内において補助金を交付するものとする。また、その交付については熊本県

補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）及び熊本県

商工観光労働補助金等交付要項（以下「要項」という。）に定めるもののほか、この要領

の定めるところによる。 

 

（補助対象経費及び補助金額） 

第２条 要項第２条により別に定める補助対象経費及び補助金額は、次のとおりとする。 

補助対象経費 補 助 金 額       

制度融資に係る保証料率を基本料

率より引き下げて保証を行った場

合の信用保証料の減収額 

別表１から別表１８までに定める資金及び区

分ごとの保証債務平均残高に、同表に定める補

助率を乗じて得た金額 

 

（補助金の交付申請） 

第３条 規則第３条第２項第１号及び要項第３条第２項第１号の事業計画書は、別記第１号 

様式によるものとする。 

２ 規則第３条第２項の規定により交付申請書に添付する書類は、要項第３条第２項に定め

るもの及び制度別保証債務平均残高計算書（別記第２号様式）とする。 

 

（補助事業の内容等の変更） 

第４条 規則第７条第１項及び要項第５条第２項の事業変更計画書は、事業計画書（別記第 

１号様式）を準用する。 

 

（実績報告） 

第５条 規則第１３条及び要項第９条第２項の添付書類は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 事業実績書（別記第１号様式） 

  (2) 制度別保証債務平均残高計算書（別記第２号様式） 



 

 

 

附 則 

この要領は、平成１６年１１月４日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。 

   附 則 

この要領は、平成１８年３月２７日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

   附 則 

この要領は、平成１８年１１月７日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

   附 則 

この要領は、平成１９年９月２５日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

   附 則 

この要領は、平成２０年７月２８日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

   附 則 

この要領は、平成２０年１１月２８日から施行し、平成２０年１０月３１日から適用する。 

   附 則 

この要領は、平成２１年７月１日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

   附 則 

この要領は、平成２２年５月３１日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、平成２３年４月１５日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、平成２３年７月５日から施行し、平成２３年７月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、平成２４年６月５日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、平成２５年６月３日から施行し、平成２５年５月１日から適用する。 

  附 則 

この要領は、平成２６年４月１８日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要領は、平成２７年５月８日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

  附 則 

この要領は、平成２８年５月３０日から施行し、平成２８年５月２日から適用する。 



 

 

 附 則 

この要領は、平成２９年５月１７日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

 附 則 

この要領は、令和元年（２０１９年）５月９日から施行し、平成３１年（２０１９年）４

月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和２年（２０２０年）１２月３日から施行し、令和２年（２０２０年）４

月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和３年（２０２１年）１１月１５日から施行し、令和３年（２０２１年）

４月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和４年（２０２２年）６月２１日から施行し、令和４年（２０２２年）４

月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和５年（２０２３年）１月１７日から施行し、令和５年（２０２３年）１

月１０日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和５年（２０２３年）４月１４日から施行し、令和５年（２０２３年）４

月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和６年（２０２４年）４月１６日から施行し、令和６年（２０２４年）４

月１日から適用する。 

附 則 

この要領は、令和６年（２０２４年）９月１７日から施行する。 

 

 


